
◎消費者向け電子商取引実態調査は、インターネットを使って直接消費者に販
売・提供する「消費者向け電子商取引」の実態について売上高（商品別）、
販売方法、配送方法、決済手段等を明らかにすることを目的とした全産業を
横断的に把握する政府として初めての統計調査です。

経済産業省
経済産業政策局
調査統計部 産業統計室

【物品】 【サービス】

【デジタルコンテンツ】

調査票のイメージ図

商品・サービスを予約 ・
購入する。

消費者
電子商取引を行っている事業者

（＝調査対象者）

電子モール型
（電子モール街に出店）

自前型
（自らショッピングサイトを構築）

平成２１年消費者向け電子商取引実態調査について
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調査の概要

◎調査の方法
郵送またはオンライン調査方式によります。

◎調査の期日、提出期限
期日：平成２１年１０月１日、提出期限：平成２１年１０月３１日

◎調査の経路

経済産業大臣
平成２１年消費者向け電子商取引

実態調査 事務局
調査対象事業者

◎本調査は、統計法（平成19年法律第53号）第１９条第１項に基づく一般統計
調査として実施します。報告された調査票は、統計作成の目的以外には使
用されません。また、調査の事務に従事する者が調査の内容を他に漏らす
ことは法律により固く禁じられております。

◎調査の利活用

企業・事業者のネット戦略、消費者の安全・安心の確保、電子商取引の促
進など諸施策の企画・立案の基礎資料としての活用、国及び地方自治体が
実施する商業振興、サービス業振興、中小企業支援及び各種電子モールの
活性化などの様々な施策の基礎資料としても広く活用されます。

政府統計オンライン調査システムが利用できます。
http://www.e-survey.go.jp

オンライン調査方式の場合は、政府統計オンライン調査総合窓口経由で事務局にデー
タが送付されます。
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